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Ⅰ．「地域未来促進法」の最⼤活⽤を︕
本会議発⾜当初より主張し続けてきた、「地⽅の中堅企業の
積極活⽤こそが地域経済を牽引し、地⽅創⽣を成功に導く最
良の道である」との考えを、今国会で上程されている「地域未来
促進法」は相当程度、反映していただいており、いち早い法案成
⽴と関連事業の実施が待たれるところである（参考︓３⾴）。

ただし、⽀援措置として現在挙げられているのは、①設備投資、
②補助⾦、③ファンド投資、④規制緩和など（参考︓４⾴）
であるが、地⽅に根を下ろし、イノベーションを起こせるような⼈材
を呼び込む施策も必要である
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２

【参考】
（経済産業省：構造改革徹底推進会合「ローカル
アベノミクスの深化」会合（第２回）より抜粋）
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【参考】
（経済産業省：「地域未来投資促進法案」について、
より抜粋）
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⼤都市圏での社会⼈経験を活かして地⽅を活性化しよう
という強い志を持つ若年からミドル層の⼈材を、地域の経営
情報を持つ中堅企業（旦那衆）がメンターとなり、契約雇
⽤し育てることによってこそ、彼らが起業や新規事業創出、
既存事業の⾰新などに成功する確率が⾼まり、地⽅経済を
けん引するイノベーションが⽣まれる。そのために、国が３〜
５年の間、⼤都市圏との賃⾦格差を埋める所得を給付す
る制度を導⼊する。
さらに、家族等の移転を伴う場合は、相応の⽀度⾦を給
付することも検討する。

そこで、地域の未来の発展のために、⼈材に関する次の施策
を提案する。
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